
別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

番号
交付金事業者名又は間接交付

金事業者名
交付金事業の名称措置名 備 考交付金充当額

112,692,384

愛媛県

（単位：円）

伊方町（旧伊方町、旧瀬戸町、旧三崎町）、八幡浜市（旧保内町）
原子力発電施設等の設置及び運転の円滑化に係る地域の理解を促進するため、小売電気事業者等から電気の供給を受けている一般
家庭、工場等に対して給付金を交付します。

交付金事業の名称
給付金交付助成措置 原子力立地給付金交付事業

番号
1

交付金事業者名又は間接交付金事業者名
交付金事業実施場所

交付金事業の概要

措置名

令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度事業開始年度

交付金事業に要した経
費

112,692,3841
給付金交付助
成措置

原子力立地給付金交付事業 愛媛県

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

愛媛県総合計画～未来につなぐ えひめチャレンジプラン～
政策８ リスクから県民の命を守る安全・安心な生活基盤の充実

施策２９ 大規模災害に備えたまちづくり
施策の方向性７ 原子力発電所に係る安全防災対策

伊方発電所の設置及び運転の円滑化に係る地域の理解促進を図ります。
給付金の交付により、地域住民の電気代を実質的に減額することで、地域住民の発電施設設置への理解促進を図ります。



交付金事業の活動指標及び活動実
績

令和４年度

給付金の交付達成
割合：交付給付金
額÷交付すべき給
付金額×100

単位 評価年度

112,692,384
原子力立地給付金の交付業務 補助 一般財団法人電源地域振興センター 112,692,384

令和６年度

94.0%

109,153,741

94

100.0

94

令和５年度

活動実績
活動見込

％

％

118,139,095 116,141,727

活動指標
円
円

単位

交付金事業の契約の概要

総事業費

交付金充当額

うち文部科学省分

うち経済産業省分

112,692,384

93.7%

115,515,311 112,993,427 112,692,384

112,692,384

％ 92.8%
給付金の交付金額

112,153,653 109,662,819
119,663,590

備 考
（令和６年度）

達成度

令和４年度交付金事業の総事業費等

成果目標 成果指標

令和６年度令和５年度

事業期間の設定理由

達成度

％

令和７年度

成果実績

目標値

給付金の交付達成
割合 100％

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

112,692,384 112,692,384

交付金事業の担当課室

交付金事業の評価課室

経済労働部産業雇用局産業政策課

経済労働部産業雇用局産業政策課、伊方町総合政策課、八幡浜市企画財政部政策推進課

計

交付金事業の成果目標及び成果実
績

評価年度の設定理由
毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度早期に評価を実施

伊方発電所の設置及び運転の円滑化に係る地域の理解促進を図りました。給付金の交付により、地域住民の電気代を実質的に減
額することで、地域住民の発電施設設への理解促進を図ることができました。成果指標に基づく成果実績は、分母が交付申請時の
見込金額のため、94.0％にとどまりますが、当該分母はあくまで申請時の基準日（令和６年10月１日）の電灯・電力需要家数を推
計した数値に過ぎず、実績報告に記載の基準日（令和６年10月１日）の電灯・電力需要家数を基に算出される交付すべき給付金額
109,213,093円で実際に交付した給付金額109,153,741円を除した値は99.95≒100.0％（小数点第３位を四捨五入）となることか
ら、実質的には目標を達成されています。

無

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

112,692,384

115,515,311

115,515,311

112,993,427

112,993,427



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

事業期間の設定理由

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
愛媛県、伊方町、四国電力株式会社が昭和51年3月31日に締結した伊方原子力発電所周辺の安全確保及び環境保全に関する協定書及び
確認書に基づき付近の漁場や漁業に与える影響を調査し、結果を公表することにしています。

【目標】
調査結果報告書の作成（前年度分） 1回/年

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 伊方発電所地先海域

交付金事業の概要

伊方発電所の温排水が、付近の漁場や漁業に与える影響の有無を調査したうえで安全性を明らかにし、その結果を公表することにより
原子力発電所の安全性に対する漁業者等地域住民の信頼向上に努めます。
○県実施調査
・水質調査 ・水温調査 ・プランクトン調査 ・流動調査 ・拡散調査 ・付着動植物調査 ・漁業実態調査
○委託調査
・プランクトン調査（分析） ・流動調査（データ解析）
○広報活動
・令和５年度報告書印刷

1 地域活性化措置 伊方発電所温排水影響調査事業

交付金充当額 備 考

1 地域活性化措置 伊方発電所温排水影響調査事業 愛媛県 2,168,394 2,168,394

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称



評価に係る第三者機関等の活用の有無

有

無

成果目標
交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和７年度

０件

地元住民からの苦
情件数（前年度調
査結果の公表日か
ら１年間）

成果実績 件

目標値 件 0

達成度

評価年度の設定理由
毎年度のＰＤＣＡサイクルによる事業改善を図るため、事業実施翌年度に評価を実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等

成果指標 単位 令和７年度

原子力発電所の安
全性に対する漁業
者等地域住民の信

頼向上

成果実績

目標値

達成度

評価年度の設定理由

事業実施翌年度に伊方原子力発電所環境安全管理委員会において審議・承認を受けているため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無



交付金充当額 2,017,278 2,173,958 2,168,394 2,168,394

うち文部科学省分

総事業費 2,017,278 2,173,958 2,168,394 2,168,394

うち経済産業省分 2,017,278 2,173,958 2,168,394 2,168,394

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備 考

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度

3

調査回数
※水質・水温調査、流動調査、拡散
調査、プランクトン調査、付着動植
物調査

活動実績 回 20 20 20

活動見込 回 20 20 20

達成度

3

達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

令和６年度

調査箇所（周年調査）
※漁業実態調査

活動実績 回 3 3 3

活動見込 回 3

％ 100.0% 100.0% 100.0%

交付金事業の活動指標及び活動実
績

広報活動
※報告書印刷

活動実績

活動見込

達成度

部

部

％

100

100

100.0%

100

100

100.0%

100

100

100.0%



請負（漁獲量報告） 随意契約（少額） 八幡浜漁業協同組合 90,000
委託（プランクトン調査、流動調査） 随意契約（少額） 国立大学法人 愛媛大学 650,000
売買（令和５年度報告書作成及び印刷製本） 随意契約（少額） ㈲ディ・プラス 104,500

請負（潜水業務） 随意契約（少額） 松山潜水工事(有) 240,000
請負（空気充填業務） 随意契約（少額） 大和酸素工業㈱ 22,000
請負（用船業務） 随意契約（少額） 八幡浜漁業協同組合 396,000

その他（通信費） 随意契約（少額） KDDI(株) 7,700

売買（調査船用エステルロープ） 随意契約（少額） 三庄商店 175,780
売買（燃料） 随意契約（少額） 愛媛県漁業協同組合 215,400

西日本薬品(株) 18,381
売買（潜水作業用品（マスク、スノーケル等）） 随意契約（少額） (有)伊予マリン 55,990
売買（水中カメラセット） 随意契約（少額） (株)愛媛洋行 49,940

交付金事業の担当課室 農林水産部水産局水産課

交付金事業の評価課室 農林水産部水産局水産課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
売買（試薬） 随意契約（少額） 西日本薬品(株) 30,525
売買（広口瓶、pH電極） 随意契約（少額） (株)愛媛洋行 35,178
売買（試薬） 随意契約（少額）

売買（ウェットスーツ） 随意契約（少額） (有)伊予マリン 77,000

交付金事業の契約の概要



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県

交付金事業実施場所

愛媛県今治市旭町（今治旭局）
愛媛県久万高原町菅生（久万高原局）
愛媛県八幡浜市北浜（八幡浜局）
愛媛県宇和島市天神町（宇和島局）
愛媛県東温市見奈良（愛媛県立衛生環境研究所）

交付金事業の概要

衛生環境研究所では、大気汚染防止法に基づく微小粒子状物質(PM2.5)の常時監視や環境基本法に基づく航空機騒音環境基準監視調
査等を実施し、県環境白書等により広く県民に情報提供するとともに、これらのデータを踏まえた指導・助言により、事業者の環境管
理体制の構築・強化を図っている。一方、これらの監視調査で使用している機器は、耐用年数を大幅に超過して感度低下や故障等の老
朽化が著しく業務の継続性に支障をきたしている。このため、監視調査に必要な機器を更新し、監視体制を強化することにより、県民
の健康不安の解消と生活環境の保全に努める。
整備機器名:微小粒子状物質(PM2.5)自動測定機（４式）、航空機騒音測定装置（４式）

1 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 環境保全先端研究設備整備事業

交付金充当額 備 考

1
公共用施設に係る
整備、維持補修又
は維持運営等措置

環境保全先端研究設備整備事業 愛媛県 17,743,000 17,743,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称



交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度

13

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

8
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

令和６年度

整備した機器の台数
活動実績 式 3 13 8
活動見込 式 3

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

愛媛県内の大気汚
染・騒音等の状況に
ついて、愛媛県環境
白書として、毎年度
１回取りまとめ公表
する。

愛媛県の環境の状
況を的確に取りま
とめた調査結果の
公表回数

成果実績 回

目標値 回 1

達成度 ％

評価年度の設定理由
機器整備が令和６年度末となることから、７年度の実績を踏まえ、評価を８年度に実施する。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
愛媛県総合計画～未来につなぐ えひめチャレンジプラン～

政策 「９ 環境を守り自然と共生する社会の実現」
施策36 循環型社会の構築と良好な生活環境の保全

【目標】
安全で快適な生活環境の中で暮らせるようにしたい

【主な取組み】
最新の測定機器を導入することにより、監視体制の充実・強化を図るとともに県民への情報提供に努めます。また、調査結果を踏ま

え、事業者に適切な指導・助言を実施することにより、事業者の効率的で効果的な環境管理体制の整備・拡充につなげ、良好な生活環
境の保全と産業振興の両立を図ります。

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度



交付金事業の担当課室 愛媛県県民環境部環境局環境・ゼロカーボン推進課

交付金事業の評価課室 愛媛県県民環境部環境局環境・ゼロカーボン推進課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入（航空機騒音自動測定装置） （一般）入札 佐藤機械株式会社 10,780,000

物品購入（微小粒子状物質(PM2.5)自動測定機） （一般）入札 有限会社日新計器 6,963,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 25,498,000 61,160,000 17,743,000

うち文部科学省分

総事業費 25,498,000 61,160,000 17,743,000

うち経済産業省分 25,498,000 61,160,000 17,743,000

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備 考
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Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称
1 福祉対策措置 子ども療育センター児童・思春期病棟整備に係る什器備品・医療機器等整備事業

交付金充当額 備 考

1 福祉対策措置 子ども療育センター児童・思春期病棟整備に係る什器備品・医療機器等整備事業 愛媛県 49,977,695 49,977,695

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
《愛媛県総合計画（令和５年度～８年度）》
○暮らし政策６ 誰もが安心して暮らせる社会づくり
○政策の方向性
誰もが、住み慣れた地域で安全・安心に暮らすことができるよう、それぞれのニーズに応じた適切な福祉サービスの提供・充実を図る
とともに、地域ぐるみで支える社会の仕組みを整え、県民同士が助け合い支え合いながら暮らし続けることができる、活力ある福祉社
会の形成を目指すとともに、保護者からの養育が受けられず社会的養育が必要になった児童に対する支援の充実が求められています。
○2040年の目指すべき姿
生きるために様々な困難を抱えている人を地域ぐるみで支援する温かい社会になっています。（施策23 様々な困難を抱えている人を
地域ぐるみで支える社会の実現）

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県東温市田窪(愛媛県立子ども療育センター児童・思春期病棟)

交付金事業の概要
病棟を運営するにあたって、机や椅子等の什器備品のほか、児童思春期患者の突発的な自傷行為など、生命に直結する症状への即応性
を担保するため、バイタル管理を行う「生体情報モニタリングシステム」をはじめとした入院治療に必要な医療機器や、患者の摂食障
害対応等に必要な厨房機器等の導入を行う。

事業期間の設定理由



物品購入（病棟ベッド（手動）） （一般）入札 株式会社エヒメ医療器 3,136,650
物品購入（チェスト） （一般）入札 有限会社垂水味好堂 1,797,400

物品購入（机） （一般）入札 有限会社垂水味好堂 710,600

物品購入（折畳ステンレスカート） （一般）入札 株式会社エヒメ医療器 566,940
物品購入（脳波ビューワー） オープンカウンター 株式会社エヒメ医療器 660,000

物品購入（生体情報モニタリングシステム及び監視カメラシステム） （一般）入札 株式会社エヒメ医療器 26,950,000

株式会社フジマック 171,600
物品購入（ＡＥＤ関連） オープンカウンター 株式会社エヒメ医療器 696,080

物品購入（材料キャビネット） （一般）入札 株式会社エヒメ医療器 731,280

物品購入（ストレッチャー） （一般）入札 株式会社エヒメ医療器 304,095
物品購入（折りたたみ式ストレッチャー） （一般）入札 株式会社エヒメ医療器 251,790

物品購入（車椅子） （一般）入札 株式会社エヒメ医療器 50,400

物品購入（コンビオーブン） （一般）入札 株式会社フジマック 680,900
物品購入（冷凍庫） （一般）入札 株式会社フジマック 218,900
物品購入（下膳車） （一般）入札

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和７年度

病床稼働率50％以
上

病床稼働率：病床
数（20床）×50％

成果実績 件
目標値 件 10
達成度 ％

評価年度の設定理由
交付金を活用した設備の導入が令和６年度であり、同年度の実績を踏まえ、年間の評価を令和７年度に実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 ％ 100.0%
児童・思春期病棟の設置

活動実績 棟 1
活動見込 棟 1

交付金事業の総事業費等 令和６年度 備 考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和６年度

総事業費 49,977,695

うち経済産業省分 49,977,695

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 49,977,695

うち文部科学省分

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入（ブラストチラー） （一般）入札 株式会社フジマック 804,100
物品購入（冷温蔵配膳車） （一般）入札 株式会社フジマック 654,500



物品購入（椅子（テーブル用）） （一般）入札 有限会社垂水味好堂 866,800

物品購入（ボールプール） （一般）入札 株式会社エヒメ医療器 512,160

物品購入（食器棚（ローボード）） （一般）入札 有限会社垂水味好堂 119,130
物品購入（平机） （一般）入札 有限会社垂水味好堂 192,280
物品購入（本棚） （一般）入札 有限会社垂水味好堂 418,000

物品購入（椅子） （一般）入札 有限会社垂水味好堂 1,003,200
物品購入（病棟ベッド（電動）） （一般）入札 株式会社エヒメ医療器 6,067,490

物品購入（テーブル） （一般）入札 有限会社垂水味好堂 551,760

有限会社垂水味好堂 640,640

交付金事業の担当課室 保健福祉部健康衛生局健康増進課

交付金事業の評価課室 保健福祉部健康衛生局健康増進課

物品購入（乾燥機（乾燥キャビネット）） オープンカウンター 株式会社エヒメ医療器 1,221,000
物品購入（電動ストレッチャー） （一般）入札



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称
1 企業導入・産業活性化措置 南予家畜保健衛生所整備事業

交付金充当額 備 考

1
企業導入・産
業活性化措置

南予家畜保健衛生所整備事業 愛媛県 21,095,679 21,095,679

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
愛媛県総合計画～未来につなぐ えひめチャレンジプラン～

政策４「地域の稼ぐ力と県民所得の向上」
施策17  農林水産業の生産振興
細施策 農林水産物の安全・安心に向けた取組み

【目標】
畜産経営で問題となる家畜伝染病、慢性疾病等の診断を迅速・的確に行うため、家畜保健衛生所の機能強化を図ります。
家畜の監視伝染病発生件数 目標値：29件以下（R8） 実績値：29件（R5）

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県西予市宇和町稲生257番地

交付金事業の概要

現庁舎である南予家畜保健衛生所（愛媛県八幡浜市）は老朽化・狭隘化が著しく、より高度で専門的な検査診断業務を行うには、多く
の課題を抱えていることから、現在、令和７年４月に新庁舎の移転整備に向け、本県の畜産主産地である西予市において建設作業を進
めている。新庁舎では、現行の業務に加え、遺伝子検査機能や防疫資機材の備蓄機能等を強化することとしており、電源立地地域対策
交付金を活用し、必要な検査機器等（11機器）を整備する。

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

家畜の監視伝染病
の発生件数29件以
下

家畜の監視伝染病
の発生件数

成果実績 件
目標値 件 29
達成度

評価年度の設定理由
交付金を活用した機器整備が令和６年度であるため、７年度の実績を踏まえ、年間の評価を８年度に実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等



化研テクノ㈱ 413,600
物品購入（オートクレーブ） オープンカウンター 日進商事株 589,820

物品購入（マイクロ冷却遠心装置） オープンカウンター はじめ科学㈱ 966,669

物品購入（フォークリフト） （一般）入札 今治ヤンマー㈱ 2,046,000
物品購入（冷水高圧洗浄機） オープンカウンター 日進商事株 109,890

物品購入（ビーズ式細胞破砕装置） オープンカウンター 日進商事株 1,108,800
物品購入（ゲル撮影装置） （一般）入札 化研テクノ㈱ 1,760,000

物品購入（リアルタイムPCR） （一般）入札 化研テクノ㈱ 7,920,000

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 ％ 0.0%

令和８年度

取得した機器の台数
活動実績 台 11
活動見込 台 11

交付金事業の総事業費等 令和６年度 令和７年度 令和８年度 備 考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和６年度 令和７年度

総事業費 21,095,679 21,095,679

うち経済産業省分 21,095,679 21,095,679

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 21,095,679 21,095,679

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 愛媛県農林水産部農業振興局畜産課

交付金事業の評価課室 愛媛県農林水産部農業振興局畜産課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入（無影灯） （一般）入札 ㈱よんやく 2,475,000
物品購入（ステンレス作業台） オープンカウンター はじめ科学㈱ 196,900

物品購入（動物用臨床化学分析装置） （一般）入札 化研テクノ㈱ 3,509,000

物品購入（薬用保冷庫） オープンカウンター
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Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称
1 福祉対策措置 県立中央病院ドクターカー更新事業

交付金充当額 備 考

1 福祉対策措置 県立中央病院ドクターカー更新事業 愛媛県 18,172,012 17,880,822

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
愛媛県総合計画～未来につなぐ えひめチャレンジプラン～

政策８ リスクから県民の命を守る安全・安心な生活基盤の充実
施策30 医療体制の整備

【目標】
いつでもどんなときでも、県民が身近な場所で適切な医療を受けられるようにすることで、より安全・安心な生活を実現します。

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県松山市春日町（愛媛県立中央病院）

交付金事業の概要

重症患者に対する一刻も早い初期治療を行い、救命率の向上と後遺障害の軽減を図るため、事故現場や患者搬送中の救急隊とのランデ
ブーポイント（合流地点）へ医師等を派遣する専用車両であり、導入から10年以上が経過している愛媛県立中央病院のドクターカーに
ついて更新することにより、県民が安心して暮らせる医療提供体制の確保を図ります。

整備する機器：車両本体（１式）及び搭載医療機器（１式）

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和７年度

年間出動件数
10件以上

年間出動件数
成果実績 件
目標値 件 10
達成度 ％

評価年度の設定理由
交付金を活用したドクターカー等の更新が令和６年度に完了するため、評価を令和７年度に実施

交付金事業の定性的な成果及び評価等
ドクターカー等を更新したことで、安定的な救急医療の継続提供が可能となった。

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無



達成度 ％ 100.0%
取得した機器の台数

活動実績 式 9
活動見込 式 9

交付金事業の総事業費等 令和６年度 備 考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和６年度

総事業費 18,172,012 18,172,012

うち経済産業省分 17,880,822 17,880,822

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 17,880,822 17,880,822

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 公営企業管理局県立病院課

交付金事業の評価課室 公営企業管理局県立病院課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入（移動電源ユニット）	 （一般）入札 株式会社エヒメ医療器 1,100,000

物品購入（救急止血帯） （一般）入札 株式会社エヒメ医療器 16,060

物品購入（救急バック（子ども用）） （一般）入札 株式会社エヒメ医療器 28,050

物品購入（ビデオ喉頭鏡） （一般）入札

その他（帳票管理料金・印紙） （一般）入札 愛媛トヨタ自動車株式会社 200

株式会社エヒメ医療器 431,200

物品購入（可搬型人工呼吸器） （一般）入札 株式会社エヒメ医療器 3,080,000

物品購入（携帯型超音波診断装置） （一般）入札 株式会社エヒメ医療器 2,860,000

物品購入（小型生体情報モニタ） （一般）入札 株式会社エヒメ医療器 2,212,100

物品購入（救急バック（大人用）） （一般）入札 株式会社エヒメ医療器 62,590

その他（文字入れ） （一般）入札 愛媛トヨタ自動車株式会社 76,582

物品購入（車両本体） （一般）入札 愛媛トヨタ自動車株式会社 8,090,822

その他（登録費用） （一般）入札 愛媛トヨタ自動車株式会社 125,098

その他（自動車重量税） 随意契約（少額） 愛媛トヨタ自動車株式会社 61,500

その他（自賠責保険料） 随意契約（少額） 愛媛トヨタ自動車株式会社 8,570

その他（リサイクル料金） 随意契約（少額） 愛媛トヨタ自動車株式会社 19,240
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（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

事業期間の設定理由

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
愛媛県総合計画～未来につなぐ えひめチャレンジプラン～

政策 「１ 人を惹きつける住み続けたい愛媛づくり」
施策３ 若者が活躍できる環境の整備

政策３ 「子どもたちのたくましい成長を支える教育立県えひめの実現」
施策11 「安全・安心な教育環境の整備・充実」

愛媛県教育振興に関する大綱（第３期）
振興方針２ 「夢の実現に資する魅力あふれる学校づくり」
【目標】
全ての子どもたちがそれぞれ持つ能力を存分に発揮し、夢の実現にチャレンジできるよう、安全・安心で、平等な就学機会を確保する
とともに、開かれた特色ある学校づくりを進め、魅力的で快適な学校施設、設備、衛生環境を整備・更新していきます。

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県伊予市下吾川1433(愛媛県立伊予農業高等学校)

交付金事業の概要

愛媛県立伊予農業高等学校で運用している公用マイクロバスが老朽化してるため、電源立地地域対策交付金を活用し、更新します。
【愛媛県立伊予農業高等学校】

購入した物品の仕様：マイクロバス
数量 ：１台

1 福祉対策措置 産業教育設備充実事業

交付金充当額 備 考

1 福祉対策措置 産業教育設備充実事業 愛媛県 10,589,450 10,450,750

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称



東京海上日動火災保険㈱ 11,530
その他（リサイクル料金） 随意契約（少額） （公財）自動車リサイクル促進センター 24,720
その他（自賠責保険料） 随意契約（少額）

その他（文字入れ） 随意契約（少額） 松山興産㈱ 16,500

交付金事業の担当課室 愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課

交付金事業の評価課室 愛媛県教育委員会事務局指導部高校教育課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

その他（登録費用） 随意契約（少額） 四国三菱ふそう販売㈱ 78,450
その他（自動車重量税） 随意契約（少額） （一社）愛媛県自動車整備振興会 7,500

物品購入（マイクロバス） （一般）入札 四国三菱ふそう販売㈱ 10,450,750

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 10,450,750 10,450,750

うち文部科学省分

総事業費 10,589,450 10,589,450

うち経済産業省分 10,450,750 10,450,750

交付金事業の総事業費等 令和６年度 令和７年度 令和８年度 備 考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和６年度 令和７年度

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

達成度 ％ 100.0%

令和８年度

取得した機器の台数
活動実績 台 1
活動見込 台 1

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和７年度

公用マイクロバス
要利用者の利用率

要利用者の利用
率：利用者数÷要
利用者数×100

成果実績 件
目標値 件 100
達成度 ％

評価年度の設定理由

公用マイクロバス要利用者の利用率を成果目標としているため、令和６年度の運行実績を踏まえ、令和７年度に評価を実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
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（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和７年度

検定・検査・立入検査
における不合格・要指
導の割合1.8％以下

検定・検査・立入検査
における不合格・要指
導の割合

成果実績 ％
目標値 ％ 1.8
達成度

評価年度の設定理由
交付金を活用した機器整備が令和６年度であるため、６年度の実績を踏まえ、年間の評価を７年度に実施する。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
愛媛県総合計画

分野別計画 【経済分野】～"稼ぐ力"を高め、県民所得が向上した愛媛県～
政策４ 地域の稼ぐ力と県民所得の向上

施策１６ 製造業・サービス産業の成長促進と新企業の誘致
【目標】
計量検定所が所有する計量器の整備を促進し、検定・検査対象となっている民間事業者の計量器の安定的使用の確保と適正計量の推進
を図ることにより、経済活動の円滑化と地域産業の振興に寄与するとともに、ＫＧＩ(黒字企業割合)の向上に資する。

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県松山市久米窪田町（愛媛県計量検定所）

交付金事業の概要

八西地域をはじめとする電源立地地域はもちろん、県内の取引に使用される計量器について、より的確に検定・検査を実施するため、
マスコンパレータを更新整備し、計量検定所の検定・検査機能の強化を図ります。
【整備機器】
マスコンパレータ 一式

1 企業導入・産業活性化措置 計量検定所検査用機器整備事業

交付金充当額 備 考

1
企業導入・産
業活性化措置

計量検定所検査用機器整備事業 愛媛県 3,465,000 3,465,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称



交付金事業の担当課室 経済労働部産業雇用局産業政策課

交付金事業の評価課室 経済労働部産業雇用局産業政策課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入 （一般）入札
新居浜市磯浦町16-11
共同計器株式会社

代表取締役社長 越智良尚
3,465,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 3,619,000 3,465,000 3,465,000

うち文部科学省分

総事業費 3,619,000 3,465,000 3,465,000

うち経済産業省分 3,619,000 3,465,000 3,465,000

交付金事業の総事業費等 令和６年度 備 考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和５年度 令和６年度

1

令和５年度

達成度 ％ 100.0% 100.0%
取得した機器の台数

活動実績 式 2 1
活動見込 式 2



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称
1 企業導入・産業活性化措置 産業技術専門校高度機器整備事業

交付金充当額 備 考

1
企業導入・産
業活性化措置

産業技術専門校高度機器整備事業 愛媛県 760,100 760,100

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
愛媛県総合計画「未来につなぐ えひめチャレンジプラン」

【経済】分野～“稼ぐ力”を高め、県民所得が向上した愛媛県～
政策４ 地域の稼ぐ力と県民所得の向上

施策16 製造業・サービス業の成長促進と新企業の誘致
１ 産業人材力の強化

【目標】製造業をはじめとした地域の基幹産業を支える人材育成、ＤＸを支えるデジタル人材の育成・誘致及び多様な人材の活躍支援
労働者一人ひとりの職業能力の向上を図ることにより、基幹産業の中核的な役割を担う人材や新たな成長産業に必要とされる
人材を育成・確保し、経済成長の源泉である産業人材力を強化します。

機器等整備進捗率 目標値：100.0％（R8） 実績値：100.0％（R5）

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県新居浜市大生院（新居浜産業技術専門校）

交付金事業の概要

県立産業技術専門校では、学卒者、離職者、在職者等を対象に公共職業訓練を行っており、産業界における技術革新、情報化の急激
な進展に伴い、技術の高度化、多能化がいっそう求められています。

こうした状況を踏まえ、企業のニーズに応じた訓練体制の整備に必要な機器を整備することにより、地域の産業界から必要とされる
中核的な人材を育成します。

【整備機器】小型移動式ヒューム集塵機 １台

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和７年度

100.0% 機器等整備進捗率
成果実績 件
目標値 件 100.0
達成度 ％

評価年度の設定理由
交付金を活用した機器整備が令和６年度であるため、年間の評価を７年度に実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等
-



評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

1
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

令和６年度

取得した機器の台数
活動実績 式 9 4 1
活動見込 式 9

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備 考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度

4

総事業費 35,638,768 15,290,278 760,100 760,100

うち経済産業省分 35,638,768 15,155,959 760,100 760,100

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 35,638,768 15,155,959 760,100 760,100

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 経済労働部産業雇用局労政雇用課

交付金事業の評価課室 経済労働部産業雇用局労政雇用課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
物品購入 （一般）入札 株式会社越野機鋼 760,100



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

ボイラー・空調の維持
管理に起因する支障件
数０件

寄宿舎での入浴及び学
校給食・寄宿舎食提供
ができなかった件数

成果実績 件
目標値 件 0
達成度 ％

評価年度の設定理由
交付金を活用した機器整備が令和６年度であるため、令和７年度の実績を踏まえ、年間の評価を令和８年度に実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
愛媛県教育振興に関する大綱～愛顔あふれる『教育立県えひめ』の実現～（令和５～８年度）

振興方針 「３ 一人ひとりを見つめる特別支援教育の充実」
障がいのある子どもたちが安心して学べる教育環境の整備

【目標】
障がいのある子どもたちが一人ひとりの教育的ニースに応じた指導・支援を受けながら、自立と社会参加に向け、安心して生き生きと
学ぶ

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県西予市宇和町（愛媛県立宇和特別支援学校）

交付金事業の概要

愛媛県立宇和特別支援学校のボイラー及び空調について、経年により老朽化したものを電源立地地域対策交付金を活用し、更新しま
す。

【整備機器】蒸気ボイラー 一式
温水ボイラー 一式
調理室用空調 二式
下処理室用空調 一式

措置名 交付金事業の名称
1 福祉対策措置 特別支援学校教育設備整備事業

交付金充当額 備 考

1 福祉対策措置 特別支援学校教育設備整備事業 愛媛県 14,300,000 14,300,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号



交付金事業の担当課室 愛媛県教育委員会事務局指導部特別支援教育課

交付金事業の評価課室 愛媛県教育委員会事務局指導部特別支援教育課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入（下処理室用空調） （一般）入札 ウワジマ空調株式会社 682,000

物品購入（調理室用空調（ボイラー室側）） （一般）入札 ウワジマ空調株式会社 1,485,000

物品購入（蒸気ボイラー） （一般）入札 株式会社ヨコハタ 5,500,000
物品購入（温水ボイラー） （一般）入札

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 13,576,200 0 14,300,000

うち文部科学省分

総事業費 13,576,200 0 14,300,000

うち経済産業省分 13,576,200 0 14,300,000

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備 考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度

0 5
達成度 ％ 100.0% 0.0% 100.0%

令和６年度

取得した機器の台数
活動実績 式 17 0 5
活動見込 式 17

株式会社ヨコハタ 5,500,000

物品購入（調理室用空調（食堂側）） （一般）入札 ウワジマ空調株式会社 1,133,000



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和6年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称
1 企業導入・産業活性化措置 産業技術研究所試験研究機器整備事業

交付金充当額 備 考

1
企業導入・産
業活性化措置

産業技術研究所試験研究機器整備事業 愛媛県 16,280,000 16,280,000

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

愛媛県総合計画～未来につなぐ えひめチャレンジプラン～〔令和5年度～令和8年度〕
  政 策  地域の稼ぐ力と県民所得の向上

施策15 新技術の研究・開発の推進
 知的創造性の高い新技術の創出（県試験研究機関の機能を強化し、戦略的な試験研究を推進）

施策KGI 全国の知的財産権登録件数に占める県内知的財産権登録件数の割合

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県

交付金事業実施場所
松山市久米窪田町（愛媛県産業技術研究所 技術開発部）
四国中央市妻鳥町（ 〃 紙産業技術センター）

交付金事業の概要

産業技術研究所では、中小企業の研究開発の促進や新技術・新製品開発に関する技術支援を行っていますが、試験研究機器の老朽化等
により企業支援に支障をきたすおそれがあるため、業界から要望の多い機器について更新する必要があります。このことから、電源立
地地域対策交付金を活用し、必要な２機器を整備します。
整備機器名:誘導結合プラズマ質量分析装置（１式）、蛍光X線分析装置（１式）



事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度
事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

技術課題解決率７
０％

技術的課題解決
率：課題解決数÷
技術的相談による
機器使用回数×
100

成果実績 件

目標値 件 70

達成度

評価年度の設定理由
交付金を活用した機器整備が令和６年度であるため、７年度の実績を踏まえ、年間の評価を８年度に実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無

2
達成度 100.0% 100.0% 100.0%

令和６年度

取得した機器の台数
活動実績 式 8 7 2
活動見込 式 8

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備 考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度

7

総事業費 41,056,400 49,335,000 16,280,000 16,280,000

うち経済産業省分 41,056,400 49,335,000 16,280,000 16,280,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 41,056,400 49,335,000 16,280,000 16,280,000

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 経済労働部産業支援局産業創出課

交付金事業の評価課室 経済労働部産業支援局産業創出課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入（蛍光X線分析装置） （一般）入札 化研テクノ㈱ 5,302,000

物品購入（誘導結合プラズマ質量分析装置） （一般）入札 アルフレッサ篠原化学㈱ 10,978,000



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和９年度

漁業生産額
900億円

魚類生産額
成果実績 億円
目標値 億円 900
達成度 ％

評価年度の設定理由
振興プランの最終年度の漁業生産額を成果目標としており、漁業生産額は２年後に公表されるため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
えひめ農林水産業振興プラン2021（令和3年度～令和7年度）

第4章 水産業編
(2)えひめの水産業の発展を目指します

・養殖業のさらなる発展に努めます
○媛スマ（スマ）やサケ類といった新たな養殖魚種の開発や、

 ブリなど本県主力魚種の優良系統選抜の研究に取り組みます
(3)えひめの水産業を育む地域づくりに取り組みます

・漁村環境の整備に取り組みます
○漁場の管理・保全、離島集落の活動に対する支援に取り組みます

【目標】
漁業生産額 900億円（令和7年度）

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県宇和島市下波5516（愛媛県農林水産研究所水産研究センター）

交付金事業の概要
宇和海における増養殖産業、漁海況調査及び魚病に係る研究等を行っている水産研究センターにおいて使用する次の機器について、

電源立地地域対策交付金を活用して整備します。
・飼料作製機器（粉砕機、攪拌混合機、造粒機）

1 企業導入・産業活性化措置 水産試験分析機器等整備事業

交付金充当額 備 考

1
企業導入・産
業活性化措置

水産試験分析機器等整備事業 愛媛県 9,991,300 9,991,300

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称



交付金事業の担当課室 農林水産部水産局水産課

交付金事業の評価課室 農林水産部水産局水産課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入（飼料作製機器（造粒機）） （一般）入札 化研テクノ株式会社 5,643,000

物品購入（飼料作製機器（攪拌混合機）） （一般）入札 化研テクノ株式会社 1,749,000

物品購入（飼料作製機器（粉砕機）） （一般）入札 化研テクノ株式会社 2,599,300

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 24,277,000 27,448,960 9,991,300

うち文部科学省分

総事業費 24,277,000 27,448,960 9,991,300

うち経済産業省分 24,277,000 27,448,960 9,991,300

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備 考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度

7 3
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

令和６年度

取得した機器の台数
活動実績 式 4 7 3
活動見込 式 4



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県

交付金事業実施場所

①東予こども・女性支援センター(新居浜市星原町14番38号)
②新居浜市斎場(新居浜市磯浦町19番1号)
③愛媛県農業共済組合西条支所(西条市下島山甲1324番地2)
④西条測定局（西条市大町456番地１）
⑤宇和島測定局(宇和島市天神町７番１号)
⑥衛生環境研究所(東温市見奈良1545番地４)

交付金事業の概要

衛生環境研究所では、大気汚染防止法に基づき、一般環境大気中の有害大気汚染物質（重金属類及びベンゾピレン）を「ハイボリウム
エアサンプラ」を使用して試料捕集し、当該試料の測定結果を取りまとめ県の環境白書やホームページ等での公表、環境省への報告及
び事業者への行政指導等に活用している。
一方、本装置については、整備後四半世紀経過しており腐食劣化が著しいこと及び機種が古過ぎて機器を取り扱える技術者がおらず、
流量校正に支障をきたしていることから、このままでは業務の継続が困難となる可能性があり、早期の機器の更新が強く求められてい
る。
このため、当該機器を更新することにより、測定精度の向上及び監視体制の強化を行い、適切な排出源対策を進めることで、県内の大
気環境に対する県民の不安解消に貢献するとともに、測定結果を活用して、事業者に対する適切な指導及び助言を行い、効果的で効率
的な環境管理体制の整備・拡充を促進する。
整備機器名：ハイボリウムエアサンプラ（６台）

1 公共用施設に係る整備、維持補修又は維持運営等措置 環境保全先端研究設備整備事業

交付金充当額 備 考

1
公共用施設に係る
整備、維持補修又
は維持運営等措置

環境保全先端研究設備整備事業 愛媛県 3,366,000 3,366,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称



評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

愛媛県内の大気汚
染の状況につい
て、愛媛県環境白
書として、毎年度
１回取りまとめ公
表する。

愛媛県の環境の状
況を的確に取りま
とめた調査結果の
公表回数

成果実績 件

目標値 件 1

達成度 ％

評価年度の設定理由
機器整備が令和６年度末となることから、７年度の実績を踏まえ、評価を８年度に実施する。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
愛媛県総合計画～未来につなぐ えひめチャレンジプラン～

政策 「９ 環境を守り自然と共生する社会の実現」
施策36 循環型社会の構築と良好な生活環境の保全

【目標】
安全で良好な生活環境を保全する。

【主な取組み】
最新の機器を導入することにより、監視体制の充実・強化を図るとともに県民への情報提供に努めるとともに、調査結果を踏まえ、

事業者に適切な指導・助言を実施することにより、事業者の効率的で効果的な環境管理体制の整備・拡充につなげ、良好な生活環境の
保全と産業振興の両立を図る。

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度



交付金事業の担当課室 愛媛県県民環境部環境局環境・ゼロカーボン推進課

交付金事業の評価課室 愛媛県県民環境部環境局環境・ゼロカーボン推進課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
物品購入（ハイボリウムエアサンプラ） （一般）入札 (有)日新計器 3,366,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 25,498,000 61,160,000 3,366,000 3,366,000

うち文部科学省分

総事業費 25,498,000 61,160,000 3,366,000 3,366,000

うち経済産業省分 25,498,000 61,160,000 3,366,000 3,366,000

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備 考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度

13 6
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

令和６年度

整備した機器の台数
活動実績 3 13 6
活動見込 台 3



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

事業期間の設定理由
成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和７年度

100.0% 機器等整備進捗率
成果実績 件
目標値 件 1
達成度 ％

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
愛媛県総合計画「未来につなぐ えひめチャレンジプラン」

【経済】分野～“稼ぐ力”を高め、県民所得が向上した愛媛県～
政策４ 地域の稼ぐ力と県民所得の向上

施策16 製造業・サービス業の成長促進と新企業の誘致
１ 産業人材力の強化

【目標】製造業をはじめとした地域の基幹産業を支える人材育成、ＤＸを支えるデジタル人材の育成・誘致及び多様な人材の活躍支援
労働者一人ひとりの職業能力の向上を図ることにより、基幹産業の中核的な役割を担う人材や新たな成長産業に必要とされる
人材を育成・確保し、経済成長の源泉である産業人材力を強化します。

機器等整備進捗率 目標値：100.0％（R8） 実績値：100.0％（R5）

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県今治市桜井団地（愛媛中央産業技術専門校）

交付金事業の概要

県立産業技術専門校では、学卒者、離職者、在職者等を対象に公共職業訓練を行っており、産業界における技術革新、情報化の急激
な進展に伴い、技術の高度化、多能化がいっそう求められています。

こうした状況を踏まえ、企業のニーズに応じた訓練体制の整備に必要な機器を整備することにより、地域の産業界から必要とされる
中核的な人材を育成します。

【整備機器】デジタルカメラ 16台

1 企業導入・産業活性化措置 産業技術専門校高度機器整備事業

交付金充当額 備 考

1
企業導入・産
業活性化措置

産業技術専門校高度機器整備事業 愛媛県 1,656,160 1,656,160

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称



交付金事業の担当課室 経済労働部産業雇用局労政雇用課

交付金事業の評価課室 経済労働部産業雇用局労政雇用課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
物品購入 （一般）入札 四国通建株式会社 1,656,160円

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 35,638,768 15,155,959 1,656,160 1,656,160

うち文部科学省分

総事業費 35,638,768 15,290,278 1,656,160 1,656,160

うち経済産業省分 35,638,768 15,155,959 1,656,160 1,656,160

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備 考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度

4

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

16
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

令和６年度

取得した機器の台数
活動実績 式 9 4 16
活動見込 式 9

交付金事業の成果目標及び成果実
績

評価年度の設定理由
交付金を活用した機器整備が令和６年度であるため、年間の評価を７年度に実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和6年度）

事業期間の設定理由

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

愛媛県総合計画～未来につなぐ えひめチャレンジプラン～〔令和5年度～令和8年度〕
  政 策  地域の稼ぐ力と県民所得の向上

施策15 新技術の研究・開発の推進
 知的創造性の高い新技術の創出（県試験研究機関の機能を強化し、戦略的な試験研究を推進）

施策KGI 全国の知的財産権登録件数に占める県内知的財産権登録件数の割合

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県

交付金事業実施場所 松山市久米窪田町（愛媛県産業技術研究所 技術開発部） ほか２件

交付金事業の概要

産業技術研究所は、地域産業の身近な技術支援機関として、分野間の連携強化による研究開発の促進や多様化する企業ニーズに対す
る支援に取り組んでいます。企業の取組みをさらに加速し、製品開発力を維持・発展させていくため、電源立地地域対策交付金を活用
し、老朽化した機器の更新や、業界から要望の高い機器等の新規整備に取組みます。

整備機器名:引張試験機（１式）、細胞培養システム（１式）、X線回折データ解析用PC（１式）

1 企業導入・産業活性化措置 産業技術研究所試験研究機器整備事業

交付金充当額 備 考

1
企業導入・産
業活性化措置

産業技術研究所試験研究機器整備事業 愛媛県 10,085,900 10,085,900

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称



交付金事業の担当課室 経済労働部産業支援局産業創出課

交付金事業の評価課室 経済労働部産業支援局産業創出課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入（X線回折データ解析用PC） （一般）入札 はじめ科学㈱ 3,793,900
物品購入（細胞培養システム） （一般）入札 ㈱愛媛洋行 3,355,000

物品購入（引張試験機） （一般）入札 化研テクノ㈱ 2,937,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 41,056,400 49,335,000 10,085,900 10,085,900

うち文部科学省分

総事業費 41,056,400 49,335,000 10,085,900 10,085,900

うち経済産業省分 41,056,400 49,335,000 10,085,900 10,085,900

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備 考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度

7

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

3
達成度 ％ 100.0 100.0 100.0

令和６年度

取得した機器の台数
活動実績 式 8 7 3
活動見込 式 8

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

技術課題解決率７
０％

技術的課題解決
率：課題解決数÷
技術的相談による
機器使用回数×
100

成果実績 件

目標値 件 70

達成度 ％

評価年度の設定理由
交付金を活用した機器整備が令和６年度であるため、７年度の実績を踏まえ、年間の評価を８年度に実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称
1 企業導入・産業活性化措置 農業試験分析機器等整備事業

交付金充当額 備 考

1
企業導入・産
業活性化措置

農業試験分析機器等整備事業 愛媛県 7,326,000 7,326,000

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
愛媛県総合計画－未来につなぐ えひめチャレンジプラン－（令和５年度～８年度）

第５章 分野別計画
政策・施策体系 経済

４ 地域の稼ぐ力と県民所得の向上
15 新技術の研究・開発の推進 施策の方向性と主な県の取組み

１ 知的創造性の高い新技術の創出
・県試験研究機関の機能を強化し、戦略的な試験研究を推進

愛媛県農林水産試験研究推進計画
〇農産物の優良種子・種苗の安定供給体制の強化
〇農産物の効率的な病害虫防除技術の開発
〇果樹の高収益生産技術の開発
〇農産物の優良新品種の育成
【目標】
・新品種の開発に取り組むとともに、新品種に対応した生産技術の開発・実用化を進め、高品質で付加価値の高い農産物の生産拡大を
図ります。
・農業産出額 1,200億円（（参考）上位目標「えひめ農林水産業進行プラン2021」（令和３年度～７年度））

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県松山市下伊台町1618番地（愛媛県農林水産研究所果樹研究センター）ほか２件

交付金事業の概要

高品質で安定した農作物生産に資する試験研究のため、必要となる機器の導入を促進し、試験研究の効率化、高度化を図り、農家所
得の向上、地域農業の活性化につなげます。

整備する機器：超低温フリーザー 一式
蒸留水製造装置 一式
電気泳動ゲル撮影装置 一式
クリーンベンチ 一式
施肥播種機 一式



事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度
事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和９年度

農業産出額
1,200億円

農業産出額
成果実績 億円
目標値 億円 1,200
達成度 ％

評価年度の設定理由

えひめ農林水産業振興プラン2021の最終年度農業産出額を成果目標としており、農業産出額は令和８年12月に公表されるため、評価年
度を令和９年度とします。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無



㈱愛媛洋行 1,342,000

物品購入（超低温フリーザー） （一般）入札 ㈱愛媛洋行 2,442,000

5
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

令和６年度

取得した機器の台数
活動実績 式 5 8 5
活動見込 式 5

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備 考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度

8

総事業費 28,019,200 34,722,600 7,326,000 7,326,000

うち経済産業省分 28,019,200 34,722,600 7,326,000 7,326,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 28,019,200 34,722,600 7,326,000 7,326,000

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 農林水産部農業振興局農産園芸課

交付金事業の評価課室 農林水産部農業振興局農産園芸課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入（施肥播種機） （一般）入札 今治ヤンマー㈱ 1,584,000
物品購入（クリーンベンチ） オープンカウンター 四国理科㈱ 819,500

物品購入（蒸留水製造装置） オープンカウンター 日進商事㈱ 1,138,500
物品購入（電気泳動ゲル撮影装置） オープンカウンター



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称
1 企業導入・産業活性化措置 林業研究センター試験研究機器整備事業

交付金充当額 備 考

1
企業導入・産
業活性化措置

林業研究センター試験研究機器整備事業 愛媛県 3,190,000 3,190,000

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

愛媛県総合計画～未来につなぐ＿えひめチャレンジプラン～
政策４ 地域の稼ぐ力と県民所得の向上
施策１７ 農林水産業の生産振興
２生産力の強化 主伐の推進による県産材の増産と安定供給を図ります。

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県上浮穴郡久万高原町菅生（愛媛県農林水産研究所林業研究センター）

交付金事業の概要
品種判別や親子鑑定分析をより正確に行うために必要な、上質なＤＮＡを自動で抽出・精製する機器を整備します。
自動核酸抽出装置 一式

事業期間の設定理由 年度内で完了可能なため

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

木材生産量（素材生産

量）の増加量109千m3

木材生産量（素材生産

量）（R3：563千m3）
の増加量

成果実績 m3

目標値 m3 109千m3

達成度 ％
評価年度の設定理由

交付金を活用した機器整備が令和6年度であるため、令和7年度実績を踏まえて令和8年度に評価を実施します。
交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無



1
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

令和６年度

取得した機器の台数
活動実績 式 1 2 1
活動見込 式 1

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備 考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度

2

総事業費 3,850,000 475,200 3,190,000 3,190,000

うち経済産業省分 3,850,000 475,200 3,190,000 3,190,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 3,850,000 475,200 3,190,000 3,190,000

うち文部科学省分

交付金事業の担当課室 農林水産部森林局林業政策課

交付金事業の評価課室 農林水産部森林局林業政策課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
物品購入（自動核酸抽出装置） （一般）入札 化研テクノ㈱ 3,190,000



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

漁業法令違反検
挙・厳重注意件数

件以上

漁業法令違反検
挙・厳重注意件数

成果実績 件
目標値 件 115
達成度 ％

評価年度の設定理由
交付金を活用した機器整備が令和６年度であるため、７年度の実績を踏まえ、評価を８年度に実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
えひめ農林水産業振興プラン（令和３年度～令和７年度）

第４章 水産業編
（２）えひめの水産業の発展の目指します

・持続的な生産が可能な海づくりに取り組みます
〇円滑な操業に向けた漁業調整を行うととともに、県漁業取締船による広域的な漁業取締を行うことで、漁業秩序の維

持に努めます
【目標】
漁業法令違反検挙・厳重注意件数 目標件数：115件以上（R７） 実績値:115件（R５）

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県松山市海岸通1456番地２（愛媛県漁業取締船「うわかぜ」）

交付金事業の概要
他船の方位、距離、船速、航行上の情報などをリアルタイムで表示する電子海図装置を導入することで、漁業取締活動の効率化及び災
害発生時の安全な住民避難を図ります。

整備する機器：電子海図装置 １式

1 地域活性化措置 漁業取締船機器整備事業

交付金充当額 備 考

1
地域活性化措

置
漁業取締船機器整備事業 愛媛県 3,190,000 3,190,000

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称



交付金事業の担当課室 農林水産部水産局水産課

交付金事業の評価課室 農林水産部水産局水産課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入（電子海図装置） （一般）入札 四国電波工業株式会社 3,190,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 3,190,000 3,190,000

うち文部科学省分

総事業費 3,190,000 3,190,000

うち経済産業省分 3,190,000 3,190,000

交付金事業の総事業費等 令和６年度 備 考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和６年度

達成度 ％ 100.0%
取得した機器の台数

活動実績 式 1
活動見込 式 1



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和９年度

漁業生産額
900億円

魚類生産額
成果実績 件
目標値 件 900
達成度 ％

評価年度の設定理由
振興プランの最終年度の漁業生産額を成果目標としており、漁業生産額は２年後に公表されるため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
えひめ農林水産業振興プラン2021（令和3年度～令和7年度）

第4章 水産業編
(2)えひめの水産業の発展を目指します

・養殖業のさらなる発展に努めます
○魚病や赤潮による漁業被害を軽減するための技術開発・研究を行います

【目標】
漁業生産額 900億円（令和7年度）

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県宇和島市坂下津309番地4（愛媛県農林水産研究所水産研究センター魚類検査室）

交付金事業の概要

愛媛県農林水産研究所水産研究センターでは、電源立地地域を含む南予地域での基幹産業である魚類養殖業の振興を担っている。そこ
で、魚病被害の軽減を図り効率的な養殖を推進するために必要な機器の整備を行う。
【整備機器】
デジタル蛍光式DOメーター

1 企業導入・産業活性化措置 水産試験分析機器等整備事業

交付金充当額 備 考

1
企業導入・産
業活性化措置

水産試験分析機器等整備事業 愛媛県 596,200 596,200

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称



交付金事業の担当課室 農林水産部水産局水産課

交付金事業の評価課室 農林水産部水産局水産課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
物品購入（デジタル蛍光式DOメーター） オープンカウンター 株式会社愛媛洋行 596,200

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 24,277,000 27,448,960 596,200

うち文部科学省分

総事業費 24,277,000 27,448,960 596,200

うち経済産業省分 24,277,000 27,448,960 596,200

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備 考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度

7 1
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

令和６年度

取得した機器の台数
活動実績 式 4 7 1
活動見込 式 4



別紙
Ⅰ．事業評価総括表（令和６年度）

（単位：円）

Ⅱ．事業評価個表（令和６年度）

番号 措置名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は間接交付金

事業者名
交付金事業に要した経費

番号 措置名 交付金事業の名称

交付金充当額 備 考

1 福祉対策措置 特別支援学校教育設備整備事業 愛媛県 1,373,900 1,373,900

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 愛媛県
交付金事業実施場所 愛媛県松山市久万ノ台（愛媛県立松山盲学校）

交付金事業の概要

愛媛県立松山盲学校の児童生徒が授業で使用するノートパソコン、電動ベッド及び台付糸のこ、並びに学校給食及び寄宿舎食を調理
する調理室で使用する電気温水器を整備することで、県内の視覚障がい教育の中心的な役割を担う当該校の教育環境の充実を図る。
【整備機器】ノートパソコン ５式

電動ベッド １式
台付糸のこ １式
電気温水器 ２式

1 福祉対策措置 特別支援学校教育設備整備事業

交付金事業に関係する都道府県又
は市町村の主要政策・施策とその
目標

【主要政策・施策】
愛媛県教育振興に関する大綱～愛顔あふれる『教育立県えひめ』の実現～（令和５～８年度）

振興方針 「３ 一人ひとりを見つめる特別支援教育の充実」
障がいのある子どもたちが安心して学べる教育環境の整備

【目標】
障がいのある子どもたちが一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導・支援を受けながら、自立と社会参加に向け、安心して生き生き

と学ぶ

事業開始年度 令和６年度 事業終了（予定）年度 令和６年度
事業期間の設定理由



評価年度の設定理由
交付金を活用した機器整備が令和６年度であるため、令和７年度の実績を踏まえ、年間の評価を令和８年度に実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

授業でパソコンを
使用できない児童
生徒０人

台数不足により授業でパ
ソコンを使用できなかっ
た児童生徒の人数

成果実績 件
目標値 件 0
達成度 ％

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

交付金を活用した機器整備が令和６年度であるため、令和７年度の実績を踏まえ、年間の評価を令和８年度に実施します。
交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

評価年度の設定理由
交付金を活用した機器整備が令和６年度であるため、令和７年度の実績を踏まえ、年間の評価を令和８年度に実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

電動ベッドの維持管
理にに起因する支障
件数０件

電動ベッドの故障によ
り臨床実習等ができな
かった件数

成果実績 件
目標値 件 0
達成度 ％

評価年度の設定理由

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

生徒一人あたりが年
間で作製する平均作
品数20作品

生徒一人あたりの
年間平均作製作品
数

成果実績 件
目標値 件 20
達成度 ％

交付金事業の成果目標及び成果実
績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 令和８年度

電気温水器の維持
管理に起因する支
障件数０件

電気温水器の故障により
学校給食・寄宿舎食の提
供ができなかった件数

成果実績 件
目標値 件 0
達成度 ％



9
達成度 ％ 100.0% 0.0% 100.0%

令和６年度

取得した機器の台数
活動実績 式 17 0 9
活動見込 式 17

交付金事業の総事業費等 令和４年度 令和５年度 令和６年度 備 考

交付金事業の活動指標及び活動実
績

活動指標 単位 令和４年度 令和５年度

0

総事業費 13,576,200 0 1,373,900

うち経済産業省分 13,576,200 0 1,373,900

交付金充当額 13,576,200 0 1,373,900

うち文部科学省分

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額

物品購入（電気温水器） 随意契約（少額） 株式会社松原水道工業所 550,000

交付金事業の契約の概要

物品購入（台付糸のこ） 随意契約（少額） 富士教材有限会社 149,600

物品購入（ノートパソコン） 随意契約（少額） 四国通建株式会社 467,500

物品購入（電動ベッド） 随意契約（少額） 株式会社アイコーメディカル 206,800

交付金事業の担当課室 愛媛県教育委員会事務局指導部特別支援教育課

交付金事業の評価課室 愛媛県教育委員会事務局指導部特別支援教育課

評価年度の設定理由
交付金を活用した機器整備が令和６年度であるため、令和７年度の実績を踏まえ、年間の評価を令和８年度に実施します。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無




